
第４章 給与関係業務
１ 職員給与の実態
平成１９年４月１日現在における一般職の職員（現業職員，企業職員等を除く ）の給与等の実態を調査。

した。

その結果は，次のとおりである。

（１） 給料表別，性別，学歴別の職員構成

区　分

給料表 男性 女性 大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

人

23,598 14,743 8,855 19,545 1,069 2,978 6
%

100.0 62.5 37.5 82.8 4.5 12.6 0.0
人

5,460 4,004 1,456 3,632 391 1,431 6
%

23.1 73.3 26.7 66.5 7.2 26.2 0.1
人

3,358 3,193 165 1,804 137 1,417 -
%

14.2 95.1 4.9 53.7 4.1 42.2 -
人

4,087 2,699 1,388 3,835 125 127 -
%

17.3 66.0 34.0 93.8 3.1 3.1 -
人

33 22 11 33 - - -
%

0.1 66.7 33.3 100.0 - - -
人

9,942 4,471 5,471 9,640 302 - -
%

42.1 45.0 55.0 97.0 3.0 - -
人

241 218 23 238 - 3 -
%

1.0 90.5 9.5 98.8 - 1.2 -
人

40 29 11 40 - - -
%

0.2 72.5 27.5 100.0 - - -
人

335 106 229 231 104 - -
%

1.4 31.6 68.4 69.0 31.0 - -
人

102 1 101 92 10 - -
%

0.4 1.0 99.0 90.2 9.8 - -

医療職（一）
職 員 数

構 成 比

研 究 職
職 員 数

構 成 比

職 員 数

教育職（二）

医療職（三）
職 員 数

構 成 比

医療職（二）
職 員 数

構 成 比

構 成 比

公 安 職
職 員 数

構 成 比

教育職（一）
職 員 数

構 成 比

職 員 数

構 成 比

小中教育職

計
性　　　　　　　　別 学　　　　　　　　　　歴　　　　　　　　　　別

行 政 職
職 員 数

構 成 比

職 員 数

構 成 比
全 給 料 表
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（２） 給料表別の平均給与月額等

注１：下段の数字は，特例条例による減額措置後の額である。

注２：給料には，給料の調整額及び切替に伴う差額を含む。

区　分

給料表

人 歳 年 円 円 円 円

368,092 383,552
357,223 372,683

342,388 360,061
332,055 349,728

343,274 363,004
333,435 353,165

390,849 407,564
379,560 396,275

364,121 382,130
353,597 371,606

382,342 394,633
370,959 383,250

368,094 387,666
357,424 376,996

439,745 508,611
425,200 494,066

326,316 335,106
316,985 325,775

370,684 376,036
359,856 365,208

2,441 2,911

11,263 57,603

5,564 3,226

8,830 3,461

14,143 5,429

12,037 4,678

10,242 7,767

11,418 6,255

13,887 5,843

医 療 職 （ 三 ） 102 44.0 21.1

医 療 職 （ 二 ） 335 41.0 17.7

241 43.2 18.8

医 療 職 （ 一 ） 40 41.3 14.5

研 究 職

計

全 給 料 表 23,598 43.1 20.6 10,691 4,769

経 験 年 数給 料扶 養 手 当地 域 手 当職 員 数年 齢

行 政 職 5,460 42.2 20.1

公 安 職 3,358 40.4 19.2

教 育 職 （ 一 ） 4,087 44.4 21.4

教 育 職 （ 二 ） 33 40.8 17.9

小 中 教 育 職 9,942 44.1 21.3
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２ 民間給与の調査
職員の給与を検討するため，平成１９年４月現在において職種別民間給与実態調査を行った。その概要

は次のとおりである。

（１）調査事業所

企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以上の県内の民間事業所のうちから，層化無作為

抽出法によって抽出した１８９の事業所について調査し，調査が完結した事業所は，次のとおりであ

る。

企業規模
100 人 以 上

産 業 規 模 計 500 人 以 上 100 人 未 満
500 人 未 満

事業所 事業所 事業所 事業所

産 業 計 169 58 82 29

鉱 業 ， 建 設 業 9 3 6 －

製 造 業 93 24 47 22

,電気・ガス・熱供給・水道業
36 20 11 5

情 報 通 信 業 ， 運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業 12 2 8 2

金融・保険業，不動産業 6 5 1 －

,医療，福祉，教育，学習支援業
13 4 9 －

サ ー ビ ス 業

（２）学歴別，規模別の初任給

企業規模
100 人 以 上

規 模 計 500 人 以 上 100 人 未 満職 種 学歴
500 人 未 満

円 円 円 円

187,750 194,880 185,558 175,767大 学 卒

165,768 167,572 166,940 157,700新 卒 事 務 員 短 大 卒

153,755 154,315 155,342 150,027高 校 卒

192,766 197,996 191,159 186,479大 学 卒

169,846 169,268 170,118 171,700新 卒 技 術 者 短 大 卒

156,697 157,188 158,328 153,622高 校 卒

189,758 196,048 187,844 180,454大 学 卒
新 卒 事 務 員

167,139 168,186 168,008 161,200及 び 短 大 卒
新 卒 技 術 者

154,949 155,358 156,586 151,645高 校 卒

注：金額は，きまって支給する給与から時間外手当，家族手当，通勤手当等特定の者のみに支給される

給与を除いた額である。
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（３） 諸手当の支給状況

ア 家 族 手 当

イ 住宅手当

ウ 特 別 給 （ 賞 与 及 び 臨 時 給 与 ）

注：下半期とは平成１８年８月から平成１９年１月まで，上半期とは平成１９年２月から同年７月までの

期間をいう。

３ 職員の給与に関する報告及び勧告
地方公務員法の規定に基づき，平成１９年１０月１１日，県議会議長及び知事に対し，職員の給与に

ついて次のように報告及び勧告を行った。

（１） 職員給与と民間給与との較差

注：下段は特例条例による減額措置後の額

扶養家族の構成 支　給　月　額

２５，５３７円配偶者と子２人

配　　 偶　　 者 １４，１６２円

配偶者と子１人 ２０，２００円

２７，０００円以上２８，０００円未満

支　給　の　有　無

支　　　　　　 　　給

非　　　 支 　　　給

　　　　　　　　　借家・借間居住者に対する住宅手当
　　　　　　　　　月額の最高支給額の中位階層

事　業　所　割　合

５２．４％

４７．６％

項       目

円

円

円

円

円

円

円

円

642,986 520,013円 円887,736

1,720,306

円

円

円

月分

月分 月分

343,556

341,231

360,362

356,685円

791,546

749,179

3.63

月分

月分

月分

489,973

1,009,986

円

2.30 月分 2.46 1.89

1,540,725 円

円

円

月分 月分2.01

320,586 275,483

319,257 281,444

619,002

1,261,988

月分

上半期 (B2)/(A2) 1.942.332.20 月分特別給の支給割合

下半期 (B1)/(A1)

年  間  計 4.50 4.79月分 3.95

1.74

特別給の支給額 上半期 (B2)

下半期 (B1)

年  間  計

上半期 (A2)

832,570 円

100人未満

平均所定内給与月額
下半期 (A1)

企 業 規 模
計 500人以上

100人以上
500人未満

円

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 較差（Ａ－Ｂ）

（減額措置後）３６２，８２３円○

３７４，３７５円○ １，５６７円（０．４２％）○

１３，１１９円（３．６２％）○
３７５，９４２円
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（ ２ ） 報 告 （ む す び ）

ア 職 員 の 給 与

職 員 の 給 与 の 決 定 等 に 関 係 の あ る 基 礎 的 な 諸 条 件 に つ い て は ， 以 上 述 べ た と

お り で あ る が ， 本 委 員 会 が 行 っ た 本 年 の 職 種 別 民 間 給 与 実 態 調 査 に よ る と ， 新 規

学 卒 者 の 採 用 を 行 っ た 事 業 所 は ， 大 学 卒 で 38.8％ （ 昨 年 33.2％ ） ， 高 校 卒 で 25.

5％ （ 同 18.4％ ） と 増 加 し て お り ， 新 卒 事 務 員 ・ 技 術 者 の 初 任 給 の 平 均 額 も ， 大 学

卒 で 189,758円 （ 同 187,645円 ） ， 高 校 卒 で 154,949円 （ 同 153,812円 ） と い ず れ も 昨

年 に 比 べ て 増 加 し て い る 。

ま た ， 民 間 に お け る 給 与 の 改 定 状 況 は ， 一 般 の 従 業 員 に つ い て ， ベ ー ス ア ッ プ

を 実 施 し た 事 業 所 の 割 合 は 32.5％ （ 昨 年 27.4％ ） と 昨 年 に 比 べ て 増 加 し て い る 。

ま た ， 一 般 の 従 業 員 に つ い て ， 定 期 昇 給 を 実 施 し た 事 業 所 の 割 合 は 86.4％ （ 同

77.2％ ） と 昨 年 に 比 べ て 増 加 し て い る 。

雇 用 調 整 の 実 施 状 況 に つ い て は ， 採 用 の 停 止 ・ 抑 制 は 緩 和 さ れ て い る も の の ，

部 門 の 整 理 ・ 部 門 間 の 配 転 な ど 組 織 の 見 直 し が 図 ら れ て い る 。

国 家 公 務 員 に つ い て は ， 若 年 層 を 対 象 と し た 俸 給 表 の 一 部 引 上 げ ， 少 子 化 対

策 の 推 進 に も 配 慮 し た 子 等 に 係 る 扶 養 手 当 の 引 上 げ 及 び 勤 勉 手 当 の 引 上 げ 等

を 内 容 と す る 人 事 院 の 勧 告 が 既 に な さ れ た と こ ろ で あ る 。

な お ， 民 間 給 与 の 実 態 を で き る だ け 広 く 把 握 し ， よ り 職 員 給 与 と 民 間 給 与 と の

比 較 に 反 映 さ せ る た め ， 昨 年 か ら 企 業 規 模 50人 以 上 100人 未 満 の 民 間 事 業 所 も

調 査 の 対 象 に 加 え て い る 。

こ れ ら の 状 況 を 総 合 的 に 勘 案 し た 結 果 ， 本 委 員 会 は 次 の 措 置 を 行 う 必 要 が あ る

と 考 え る 。

（ ア ） 給 料 表 の 改 定

職 員 の 給 与 に つ い て は ， 特 例 条 例 に よ り 平 成 16年 ４ 月 か ら 平 成 22年 ３ 月 ま で の

６ 年 間 ， 給 料 ， 給 料 の 調 整 額 及 び 期 末 ・ 勤 勉 手 当 を 平 均 ３ ％ 削 減 す る 独 自 の 減 額

措 置 が 実 施 さ れ て い る 。

本 委 員 会 は ， こ の 減 額 措 置 は 県 財 政 の 危 機 的 状 況 を 回 避 す る た め の 臨 時 的 ，

時 限 的 措 置 で あ り ， 本 来 支 給 さ れ る べ き 適 正 な 給 与 水 準 を 示 す と い う 給 与 勧 告 の

趣 旨 か ら ， 民 間 の 給 与 と 比 較 す る 職 員 の 給 与 に つ い て は ， 特 例 措 置 に よ る 減 額 が

な い 場 合 に 支 給 さ れ る こ と と な る 給 与 と 比 較 す る こ と が 適 当 で あ る と 判 断 し た 。

こ う し た 考 え 方 に 基 づ き ， 本 年 ４ 月 時 点 に お け る 民 間 給 与 と 職 員 給 与 を 比 較 し

た と こ ろ ， 職 員 給 与 が 民 間 給 与 を 下 回 っ て い る こ と が 判 明 し た こ と ， ま た ， 国 家 公

務 員 に つ い て ， 若 年 層 を 対 象 と し た 俸 給 表 を 引 き 上 げ る 内 容 の 人 事 院 勧 告 が 行

わ れ た こ と 等 を 考 慮 す る と ， 給 料 表 に つ い て は ， 本 県 に お い て も 人 事 院 勧 告 に 準

じ て 改 定 す る 必 要 が あ る 。

5



（ イ ） 扶 養 手 当 の 改 定

扶 養 手 当 に つ い て は ， 民 間 の 支 給 状 況 及 び 少 子 化 対 策 が 国 全 体 で 取 り 組 ま れ

て い る こ と を 考 慮 し て ， 扶 養 親 族 で あ る 子 等 （ 職 員 に 扶 養 親 族 で な い 配 偶 者 が あ

る 場 合 又 は 職 員 に 配 偶 者 が な い 場 合 の １ 人 に 係 る 支 給 月 額 を 除 く 。 ） に 係 る 支 給

月 額 を 人 事 院 勧 告 に 準 じ て 改 定 す る 必 要 が あ る 。

（ ウ ） 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合 の 改 定

本 年 度 の 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合 に つ い て は ， 昨 年 ８ 月 か ら 本 年 ７ 月 ま で の １ 年 間

に お け る 民 間 の 特 別 給 の 支 給 割 合 と の 均 衡 を 図 る た め ， 人 事 院 勧 告 に 準 じ て 改

定 す る 必 要 が あ る 。 平 成 20年 度 以 降 の 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合 の 配 分 ， 任 期 付 研 究

員 及 び 特 定 任 期 付 職 員 の 期 末 手 当 に つ い て も ， 人 事 院 勧 告 に 準 じ て 改 定 す る 必

要 が あ る 。

（ エ ） 地 域 手 当 の 支 給 割 合 の 改 定

地 域 手 当 の 支 給 割 合 に つ い て は ， 平 成 22年 ３ 月 31日 ま で の 間 は ， 国 家 公 務 員

に 対 す る 取 扱 い に 準 じ て ， 地 域 手 当 の 級 地 の 区 分 ご と に 暫 定 的 な 支 給 割 合 と す

る こ と と し て お り ， 本 年 ４ 月 か ら の 追 加 改 定 を 含 め 平 成 21年 ３ 月 31日 ま で の 支 給 割

合 は ， 別 表 第 ３ の と お り と す る 。

（ オ ） 公 立 学 校 教 員 の 給 与 制 度 等

教 職 調 整 額 や 義 務 教 育 等 教 員 特 別 手 当 等 ， 公 立 学 校 教 員 の 給 与 制 度 に つ い

て は ， 本 県 の 実 情 や 今 後 の 国 に お け る 見 直 し ， そ れ に 伴 う 法 改 正 の 趣 旨 等 を 踏 ま

え ， 見 直 し を 行 う 必 要 が あ る 。

ま た ， 公 立 学 校 教 員 の 新 た な 職 の 設 置 に つ い て は ， 今 般 の 学 校 教 育 法 改 正 の

趣 旨 ， 本 県 の 実 情 並 び に 学 校 を 取 り 巻 く 状 況 及 び 学 校 現 場 の 実 態 等 を 十 分 に 踏

ま え ， 新 た な 職 の 設 置 の 必 要 性 を 含 め 検 討 す る 必 要 が あ る 。

（ カ ） 改 定 の 実 施 時 期 等

改 定 の 実 施 時 期 に つ い て は ， 年 間 に お け る 民 間 給 与 と 職 員 給 与 を 均 衡 さ せ る

観 点 か ら ， 人 事 院 勧 告 に 準 じ て 措 置 す る 必 要 が あ る 。

な お ， 以 上 述 べ た 職 員 給 与 の 改 定 を 実 施 し て も 解 消 さ れ な い 民 間 給 与 と 職

員 給 与 と の 較 差 に つ い て は ， 若 年 層 に お い て 民 間 給 与 が 職 員 給 与 を 上 回 っ て

い る こ と か ら ， 若 年 層 を 対 象 に 給 料 水 準 の 改 定 を 行 い ， 較 差 解 消 の 方 策 を 講 ず

る 必 要 が あ る 。

さ ら に ， 特 例 条 例 に よ る 職 員 給 与 の 減 額 措 置 に つ い て は ， 職 員 の 士 気 や 生 活

に 及 ぼ す 影 響 の み な ら ず 人 材 確 保 へ の 影 響 な ど も 懸 念 さ れ る と こ ろ で あ り ， 諸 事

情 が 整 い 次 第 ， 勧 告 に 基 づ く 本 来 の 職 員 の 給 与 水 準 が 確 保 さ れ る こ と を 強 く 期 待

す る も の で あ る 。
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別表第１ 公民給与の比較における比較対象従業員（事務・技術関係職種）

別表第２ 公民給与の比較における対応関係

職　種

支 店 長

工 場 長

主 任

係 員

・構成員50人以上の支店（社）の長又は工場の長

要　　　　　　　　　　　　　　　　件

・2課以上又は構成員20人以上の部の長

・職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長及び部長級専門職

・前記部長に事故等のあるときの職務代行者

・職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の次長及び部次長級専門職

・2係以上又は構成員10人以上の課の長

・職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長及び課長級専門職

・前記課長に事故等のあるときの職務代行者

・課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者

・課長に直属し部下4人以上を有する者

・職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長代理及び課長代理級専門職

・課長又は課長代理等に直属し直属の部下を有する者

・職能資格等が上記係長と同等と認められる係長及び係長級専門職

・係制のない事業所の主任のうち課長代理以上に直属し，直属の部下を有する者及び

・係制のある事業所において主任の職名を有する者

・上司の指導，監督の下に定型的な業務を行う，いわゆる一般の事務員又は技術者

部 長

部 次 長

課 長

課 長 代 理

係 長

  職能資格等がこれに相当する主任

職 務 の 級
標 準 的 な
職 務 （例 ）

　　　企 業 規 模 500人
　　　以 上 の事 業 所

企 業 規 模 100人 以 上
500人 未 満 の事 業 所

　　　企 業 規 模 100人
　　　未 満 の 事 業 所

9級 本 庁 部 長
支 店 長 ，工 場 長 ，

部 長 ，部 次 長

8級
本 庁

部 次 長

7級
本 庁

困 難 課 長

6級 本 庁 課 長

5級 副 参 事 課 　　　長

2級 主 　　　任 主 　　　任 主 　　　任

課 　　　長

係 　　　長

係 　　　員

課 長 代 理

3級

1級

4級

係 　　　長

主 幹

主 任

主 事
技 師

係 　　　員

係 　　　長

支 店 長 ，工 場 長 ，
部 長 ，部 次 長

支 店 長 ，工 場 長 ，
部 長 ，部 次 長

課 　　　長

係 　　　員

課 長 代 理

民 間 事 業 所行 政 職 給 料 表

課 長 代 理
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別表第３ 地域手当の級地別支給割合

注１： 改定幅」は，地域手当の級地の支給割合と平成17年度の調整手当の支給割合との差を示す。「

注２：２級地については，医師等に係る地域手当の特例措置における改定幅，支給割合を含む。

注３：上記以外の支給地域の級地及び支給割合については，人事委員会規則に基づき個別承認を行う。

うち
追加改定割合

１級地
（18％）

特別区 ６％ 13％ 14.5％ 0.5％ 16％ 12％

２級地
（15％）

大阪市 ５％ 11％ 12％ － 13％ 10％

３級地
（12％）

－ － － － － － －

４級地
（10％）

－ － － － － － －

５級地
（６％）

－ － － － － － －

６級地
（３％）

岡山市 ０％ ３％ ３％ － ３％ ３％

平成17年度の
調整手当の
支給割合

級地
(支給割合)

支給地域 改定幅

地域手当の支給割合

平成18年度 平成19年度 平成20年度

8



（ ３ ） 勧 告

一 般 職 の 職 員 の 給 与 に つ い て ， 次 の 事 項 を 実 現 す る た め ， 所 要 の 措 置 を 講 ず

る こ と を 勧 告 す る 。

ア 給 料 表

（ ア ） 現 行 の 給 料 表 を 別 記 の と お り 改 定 す る こ と 。

イ 諸 手 当

（ ア ） 扶 養 手 当 に つ い て

配 偶 者 以 外 の 扶 養 親 族 に 係 る 手 当 の 月 額 （ 職 員 に 配 偶 者 が な い 場 合 の

１ 人 に 係 る 手 当 の 月 額 を 除 く 。 ） を 各 １ 人 に つ き 6,500円 と す る こ と 。

（ イ ） 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 に つ い て

ａ 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合

（ ａ ） 平 成 19年 12月 に 支 給 さ れ る 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合 を 0.775月 分 （ 特 定 幹

部 職 員 に あ っ て は ， 0.975月 分 ） と す る こ と 。

（ ｂ ） 平 成 20年 度 以 降 に つ い て は ， ６ 月 及 び 12月 に 支 給 さ れ る 勤 勉 手 当 の

支 給 割 合 を そ れ ぞ れ 0.75月 分 （ 特 定 幹 部 職 員 に あ っ て は ， そ れ ぞ れ 0.95

月 分 ） と す る こ と 。

ｂ 任 期 付 研 究 員 及 び 特 定 任 期 付 職 員 の 期 末 手 当 の 支 給 割 合

12月 に 支 給 さ れ る 期 末 手 当 の 支 給 割 合 を 1.8月 分 と す る こ と 。

こ の 改 定 は ， 平 成 19年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る こ と 。 た だ し ， イ の （ イ ） の ａ の （ ａ ）

及 び ｂ に つ い て は 平 成 19年 12月 １ 日 か ら ， イ の （ イ ） の ａ の （ ｂ ） に つ い て は 平 成 20

年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る こ と 。

な お ， 職 員 給 与 と 民 間 給 与 と の 均 衡 を 図 る た め ， 35歳 あ た り ま で の 職 員 を 対 象

に 平 成 19年 ４ 月 １ 日 の 号 給 を １ 号 給 上 位 に 切 り 替 え る こ と 。

４ 勧告実施の状況

職 員 の 給 与 改 定 に つ い て は ， 平 成 19年 12月 ， 岡 山 県 職 員 給 与 条 例 等 の 一 部 改 正

が 行 わ れ た 。

35歳 あ た り ま で の 職 員 を 対 象 に 平 成 19年 ４ 月 １ 日 の 号 給 を １ 号 給 上 位 に 切 り 替 え る

勧 告 に 関 し て は ， 本 委 員 会 が 勧 告 し た 改 定 手 法 と は 異 な る が ， 実 質 的 に は 同 等 の 効

果 が 生 じ る も の と し て ， 本 県 が 独 自 に 実 施 し て い る 給 与 抑 制 措 置 の 緩 和 に よ る 対 応 と

な っ た 。
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